様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日 　2023年　　12月　　14日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）ひたちぞうせんかぶしきかいしゃ 
一般事業主の氏名又は名称 日立造船株式会社　 
（ふりがな） みのさだお　       
（法人の場合）代表者の氏名  三野禎男    印   
住所　〒559-8559　大阪府大阪市住之江区南港北1-7-89

法人番号　3120001031541　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2023、新中期経営計画「Forward25」

	公表日
	2023年9月29日、2023年3月23日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにて統合報告書2023を掲載
https://www.hitachizosen.co.jp/ir/data/pdf/ir2023_J_A3.pdf
P12,25,60
当社コーポレートサイトにて新中期経営計画「Forward2025」を掲載
https://www.hitachizosen.co.jp/ir/policy/pdf/2023tukei_Forward25_Jn.pdf
P8

	記載内容抜粋
	■社長メッセージ
今後、当社が時代を超えて提供し続ける価値は、自社の事業を通じて地球や社会に対して利益を生み出すポジティブなサイクルを回し続け、地球や社会に対するネガティブな影響をゼロにしていくことである。2023年に新たに策定した、2050年にめざす姿「サステナブルビジョン」では、「環境負荷をゼロにする」「人々の幸福を最大化する」ことを目標とした。【統合報告書2023 P12】
■顧客・市場の課題解決に全⼒で取り組むことで、顧客価値を追求し、新しいビジネスの創造により、既存事業の持続的成⻑７％に加えて、成⻑ドライバーによりプラス３％を実現2030年に営業利益率＝10％を⽬指す。【新中期経営計画「Forward 25」 P8】
■Hitz 先端情報技術センター（A.I/TEC）や、技術研究所が持つ寿命・異常診断、予兆保全、自動運転、意思決定支援などの知見やノウハウをごみ焼却発電施設以外の製品・サービスにも幅広く展開し、省人・省力化、高付加価値化の実現をめざす。
新設事業は、事業立地転換による新たな事業モデルの創出、DX推進による製品・事業の高付加価値化などにより、収益性の向上をめざす。　【統合報告書2023 P25】

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	上記内容は「経営戦略会議」での報告・承認を受けたものであり、「経営戦略会議」については統合報告書2023　P60において、取締役会と紐づいた当社の重要な意思決定機関であることが明記されている。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2023、DX特設サイト「Hitz DX」

	公表日
	2023年9月29日、2022年8月8日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにて統合報告書2023を掲載
https://www.hitachizosen.co.jp/ir/data/pdf/ir2023_J_A3.pdf
P42,60
当社DX特設サイト「Hitz DX」
https://www.hitachizosen.co.jp/company/dx/

	記載内容抜粋
	■ICT推進本部の方針・戦略
DX戦略を中期経営計画「Forward 25」の重点施策の一つに位置づけ、事業をデジタル変革する「事業DX」、業務プロセスや職員の働き方改革を実現する「企業DX」、それらを支える「DX基盤」の3つを柱とした戦略により、飛躍的なデジタル変革を全社的に推進している。
　DX推進の核となる「DX基盤」の整備では、特にデジタルプラットフォームの強化と人材育成を着実に進めている。【統合報告書2023 P42】
■当社では以下の３つのプラットフォームを整備しており、社会問題の解決や顧客価値の向上に向けて、データを活用していくことを推進中。
1)IoTセキュアプラットフォームによる事業のデジタル化
2)A.I/TECによるデジタルデータを用いた運用支援
3)SAP S/4 HANAを核とする業務基幹システムと周辺システムによる社内業務の効率化
【DX特設サイト「Hitz DX」】

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	上記内容は「経営戦略会議」での報告・承認を受けたものであり、「経営戦略会議」については統合報告書2023　P60において、取締役会と紐づいた当社の重要な意思決定機関であることが明記されている。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	[bookmark: OLE_LINK1]当社コーポレートサイトにて統合報告書2023を掲載
https://www.hitachizosen.co.jp/ir/data/pdf/ir2023_J_A3.pdf
P42
当社DX特設サイト「Hitz DX」
https://www.hitachizosen.co.jp/company/dx/

	記載内容抜粋
	■DX人材育成
2022年2月から各事業の将来を担う事業責任者クラスを対象に「DXリーダー研修」を開始している。デザイン思考を導入して新事業を創出する企業文化を醸成し、2025年度末までに500名のDX人材の育成をめざしている。また、既にDXリーダー向けの「DX推進コミュニティ」を立ち上げているが、今後は全社横断のコミュニティとして展開を予定し、「全員DX」を推進していく。【統合報告書2023 P42】



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにて統合報告書2023を掲載
https://www.hitachizosen.co.jp/ir/data/pdf/ir2023_J_A3.pdf
P42

	記載内容抜粋
	■製品ごとにシステムを開発するのではなく、共通のデジタルプラットフォームを整備することで、サービス開始までの時間を短縮し、開発や運営コストの削減を可能にしている。当社製品・サービスのIoT化率を60%に引き上げ、顧客へ提供する価値の最大化をめざす。【統合報告書2023 P42】



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2023、新中期経営計画「Forward25」

	公表日
	2023年9月29日、2023年3月23日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにて統合報告書2023を掲載
https://www.hitachizosen.co.jp/ir/data/pdf/ir2023_J_A3.pdf
P42
当社コーポレートサイトにて新中期経営計画「Forward2025」を掲載
https://www.hitachizosen.co.jp/ir/policy/pdf/2023tukei_Forward25_Jn.pdf
P8

	記載内容抜粋
	■長期ビジョン「2030 Vision」
顧客・市場の課題解決に全⼒で取り組む。
プラスアルファの顧客価値を追求する、新しいコンセプトによるビジネスの創造・展開により既存事業の持続的成⻑７％に加えて、成⻑ドライバーによりプラス３％を実現2030年に営業利益率＝10％を⽬指す。【新中期経営計画「Forward 25」 P8】
■DX推進KPI
2025年度まで製品IoT化60%、DX人材育成数500名をめざす。【統合報告書2023 P42】



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2023年9月29日

	発信方法
	統合報告書2023　社長メッセージ（P10-15）において、経営者自らがDX推進の重要性や取組み方針について発信している（P13）。
https://www.hitachizosen.co.jp/ir/data/pdf/ir2023_J_A3.pdf

	[bookmark: _GoBack]発信内容
	DXの本質は単なるシステム導入ではなく、デジタルを通じて新しい価値を生み出すことにある。引き続き、ビジョンの実現に向けた重点施策として、「DX戦略」を推進していく。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	定期的かつ継続的に実施

	実施内容
	■DX推進指標による自己分析の実施。
■先進技術の調査と課題解決のための情報化投資を継続実施。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	定期的かつ継続的に実施

	実施内容
	■当社ネットワークを利用する全グループ会社を網羅する「Hitzグループ情報セキュリティ方針（グローバルセキュリティポリシー）」を策定。
■情報セキュリティ委員会を設置し、全社的なサイバーセキュリティリスク管理体制を構築。
■セキュリティアセスメントを通じて、サイバーセキュリティリスクを見える化。
■従業員に対し、eラーニング教育と標的型攻撃メール訓練を毎年1回ずつ実施。
■インシデント発生時の緊急連絡体制を整備。また、社内外への情報開示に向けた「危機管理広報マニュアル」についても整備。
■インシデント対応組織（CSIRT）を立ち上げ、インシデント発生後の適切な対応に取り組んでいる。
■「情報セキュリティ調査票」を用いて、国内外の拠点やビジネスパートナーの対策状況を把握している。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

